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主要な事業内容

■事業報告

１．企業集団の現況
⑴　主要な事業内容（2024年３月31日現在）
当社グループの主要な事業は以下のとおりであります。
① 販売施工事業
・業務用音響・映像・照明・制御機器の販売・システム設計・施工・メンテナンス
・LEDディスプレイ及び周辺機器の開発・製造・販売
・コンシューマー用音響・映像機器等の販売

② 建築音響施工事業
・建築音響・騒音対策に関する設計・施工
・音響製品の開発・製造・販売
・音・振動に関するコンサルティング・調査・測定

③ コンサート・イベントサービス事業
・コンサート・イベント用音響システム・映像システムの企画立案・レンタル・オペレート
並びにコンサート・イベントの録音・中継・トラックダウン・オーサリング
・イベントの企画立案・運営・コンサルティング
・音響・映像・システム関連のオペレーター及びエンジニアの人材派遣
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主要な営業所及び工場

ヒビノインターサウンド株式会社 ：東京都港区
株式会社エレクトリ ：東京都港区
株式会社テクノハウス ：東京都港区
ヒビノライティング株式会社 ：東京都港区
株式会社エヌジーシー ：東京都江東区
株式会社Cerevo ：東京都千代田区
ヒビノスペーステック株式会社 ：東京都港区
ヒビノイマジニアリング株式会社 ：東京都港区
日本環境アメニティ株式会社 ：東京都港区
日本音響エンジニアリング株式会社 ：東京都墨田区
株式会社サンオー ：東京都墨田区
ヒビノメディアテクニカル株式会社 ：東京都江東区
株式会社シグマ映像 ：神奈川県横浜市
Hibino Asia Pacific Limited ：中国香港
Sama Sound Inc. ：韓国ソウル市
Sama D&I Co., Ltd. ：韓国ソウル市
Sama CDS Inc. ：韓国ソウル市
Hibino USA, Inc. ：米国カリフォルニア州
H&X Technologies, Inc. ：米国カリフォルニア州
TLS PRODUCTIONS, INC. ：米国ミシガン州
Hibino Europe B.V. ：オランダ王国アムステルダム

⑵　主要な営業所及び工場（2024年３月31日現在）
① 当社

本　　社：東京都港区
営業所等：北海道札幌市、東京都港区、東京都江東区、

愛知県名古屋市、大阪府吹田市、福岡県福岡市
② 子会社

（注）１．株式会社シグマ映像は、2024年4月1日をもって、ヒビノシグマライズ株式会社に商号を
変更いたしました。

２．株式会社エヌジーシーは、2024年5月20日に、東京都江東区から東京都港区に本社を移
転いたしました。
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新株予約権等の状況、自己株式の取得、処分等及び保有

２．会社の現況
⑴　新株予約権等の状況
①　当社役員が保有している新株予約権の状況（2024年３月31日現在）
該当事項はありません。

②　当事業年度中に使用人等に対し交付した新株予約権の状況
　該当事項はありません。
③　その他新株予約権等に関する重要な事項
　該当事項はありません。

普　通　株　式 342,687株

普　通　株　式 34株
取得価額の総額 69千円

普　通　株　式 －株

普　通　株　式 －株

普　通　株　式 342,721株

⑵　自己株式の取得、処分等及び保有
① 当事業年度期首における保有株式

② 当事業年度中の取得株式

③ 当事業年度中の消却株式

④ 当事業年度中の処分株式

⑤ 当事業年度末における保有株式

（注）普通株式の自己株式の増加34株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。
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会計監査人の状況

項 目 支 払 額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 46,800千円

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 46,800

⑶　会計監査人の状況
① 会計監査人の名称　　　　東陽監査法人
② 会計監査人の報酬等の額

（注）１. 当社の一部の子会社は、当社の会計監査人以外の公認会計士または監査法人（外国におけるこれらの
資格に相当する資格を有する者を含む。）の計算関係書類の監査（会社法または金融商品取引法（こ
れらの法律に相当する外国の法令を含む。）の規定によるものに限る。）を受けております。

２. 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の
監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当事業年度に係る会計監
査人の報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

３. 当社監査役会は、会計監査人及び社内関係部署からの資料の入手や聴取を通じて、前事業年度の会計
監査人の監査計画と遂行状況等実績を確認するとともに、当事業年度における監査予定時間等監査計
画の内容と報酬額の見積りの妥当性を検討した結果、会計監査人の報酬等につき、会社法第399条第
１項の同意を行っております。

③ 会計監査人の解任または不再任の決定の方針
　会計監査人が会社法第340条第１項各号のいずれかに該当すると認められる場合、監査役会
は、監査役全員の同意に基づき、会計監査人を解任いたします。
　また、上記の場合のほか、会計監査人としての適格性、独立性、信頼性などにおいて問題が
あり適正な監査の遂行が困難であると認められる場合には、監査役会は会計監査人の解任また
は不再任に関する議案の内容を決定し、取締役会は、当該決定に基づき、当該議案を株主総会
に提案いたします。
④ 責任限定契約の内容の概要
　該当事項はありません。
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業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況の概要

⑷　業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況の概要
取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制、その他当社及びそ

の子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要は以下
のとおりです。

① 当社及び当社子会社の取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保
するための体制

イ. 当社及び子会社の役職員の職務の執行が法令及び定款に適合し、かつ企業倫理に適うよう
｢ヒビノグループ行動規範｣を定め、当社グループの全役職員に周知徹底する。

ロ. 全取締役で構成され、全監査役をオブザーバーとする内部統制委員会を設置し、その傘下
にヒビノGMC担当取締役を委員長とし、事業部長、子会社社長等が委員として参加する
ことにより、当社グループ全体をカバーするリスク管理委員会、コンプライアンス委員会
及びJ-SOX委員会を配して状況を適時確認し、問題解決を図る。

ハ. コンプライアンス担当役員を配置するとともに、当社及び当社子会社の役職員に対しコン
プライアンスに関する研修を実施する等、コンプライアンスを尊重する意識を醸成する。

ニ. グループ内部通報制度を適切に運用し、ヘルプラインを通じて当社及び当社子会社の不正
行為等の早期発見及び是正を図るとともに、通報者を保護する。

ホ. 市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力及び団体とは一切の関係をもたず、毅
然とした姿勢で組織的に対応する。

② 当社の取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
取締役の意思決定または取締役に対する報告等、取締役の職務の執行に係る情報に関して

は｢文書取扱規程｣の定めにより、適切に文書の作成、保存及び廃棄を行う。また｢機密文書
取扱規程｣の適切な運用により、機密情報の漏洩を防止する。

③ 当社及び当社子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制
イ. 各Div.長は、自部門における事業上のリスク、各子会社社長は、自社の事業上のリスクの

把握・評価を行い、規程に定められた権限・責任に基づき業務を遂行する。
ロ. 上記①ロ.のヒビノGMC担当取締役を委員長とした当社グループ全体をカバーするリスク

管理委員会を設置し、傘下の各実行委員会（安全管理委員会・防災管理委員会・交通安全
管理委員会・衛生委員会）における活動を通じてリスク管理の徹底を図る。

ハ. 大規模災害やパンデミック等、当社グループに重大な影響を及ぼす事態の発生を想定し、
グループ全体の事業継続計画を策定することにより、危機管理体制を整備する。
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業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況の概要

④ 当社及び当社子会社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
イ. 事業部(Div.)制の採用及び各子会社を担当事業部の管轄下に置くことにより、機動的な事

業運営と資本効率の向上を図り、当社及び子会社それぞれの「職務権限表」により、権限
と責任を明確化することによって意思決定の迅速化を図る。

ロ. 当社グループ全体の中期経営計画及び年度予算を策定するとともに、各部門及び子会社が
達成すべき目標を明確化し、月次、四半期、年間での業績管理を行う。また取締役につい
ては、報酬の一部に業績に連動した報酬を導入する。

ハ. 全取締役、子会社社長等をメンバーとする経営会議を定期的に開催し、業務の進捗状況の
報告、重要事項の議論を行い、当社グループ全体の迅速な意思形成と業務の遂行を図る。

⑤ 当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制
イ. 上記① ③ ④の体制構築に加え、子会社管理の担当部署を置き｢関係会社管理規程｣によ

り、各子会社の状況に応じて必要な管理を行う体制を構築する。
ロ. 子会社社長等は、定期的に開催される当社の経営会議等において、自社の財政状態及び経

営成績、その他重要事項の報告を行う。
ハ. 内部監査室は、当社及び子会社の内部監査を実施し、その結果を当社の代表取締役社長及

び監査役に報告する。

⑥ 当社の監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に
関する事項及び当該使用人の取締役からの独立性に関する事項並びに当該使用人に対する指
示の実効性の確保に関する事項

イ. 監査役の要請に応じ、監査役の職務を補助する使用人として適切な人材を配置する。
ロ. 監査役の職務を補助する使用人の人事異動、人事考課、懲戒に関しては、監査役会の事前

の同意を得る。
ハ. 監査役の職務を補助する使用人が当該補助業務の期間中は、監査役の指揮命令に従う。

⑦ 当社及び子会社の取締役、使用人が当社監査役に報告するための体制並びに当社及び子会社
の取締役、使用人またはこれらの者から報告を受けた者が当社の監査役に報告するための体
制

イ. 監査役は、取締役会、経営会議等の重要な会議に出席し、当社及び子会社の重要な報告や
必要な情報を収集する。また取締役、子会社社長は、担当する部門、子会社の状況及びリ
スク管理体制等について適時監査役に報告する。

ロ. 当社及び子会社の役職員は、会社に重大な損失を与える事項が発生したとき、または発生
するおそれがあるとき、当社グループ役職員による違法または不正な行為を発見したと
き、その他監査役会が報告すべきものと定めた事項が生じたときは、監査役に報告する。
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業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況の概要

ハ. グループ内部通報制度によって、当社及び子会社の役職員またはこれらの者から報告を受
けた者が、ヘルプラインを通じ、当社の監査役に対しても報告または相談できる体制を設
けるとともに、当該報告を行ったことを理由として通報者に対して不利な取り扱いを行う
ことを禁止する。

⑧ 当社の監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
イ. 監査役は、定期的に代表取締役社長及び会計監査人と会合をもち、また内部監査室と緊密

な連携をとることにより、適切な意思疎通を図り、実効性のある監査を遂行する。
ロ. 取締役会は、監査役の職務の遂行にあたり、監査役会が必要と認めた場合は、弁護士、公

認会計士、税理士等の外部専門家との連携を図ることができる環境を整備する。
ハ. 監査役会は、職務遂行上必要と認められる費用について、あらかじめ予算を計上でき、緊

急または臨時に支出した費用については事後、会社に償還を請求することができる。

［業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要］
　当社グループにおける業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要は、以下のとおり
であります。

① コンプライアンス
　当社グループの全社員が守るべき行動規範として「ヒビノグループ行動規範」を制定し、併
せて共有する価値観として「ヒビノ十訓」を周知することにより、社員一人ひとりが良識と責
任ある行動をとり、企業の社会的責任を果たすよう啓蒙しております。
　また、事業内容及び職位に応じて必要なコンプライアンスに関する社内研修を都度実施して
います。加えて本事業年度には、グループ内の全ての一般社員を対象に従業員エンゲージメン
ト調査を実施し、職場環境の改善を進めるための資料として活用しております。

② リスクマネジメント
　内部監査室によるリスクアセスメント（内部監査結果、リスクの発生確率・影響度等で評
価）の結果を受け、重要度に応じてリスクを複数選定し、全社的リスクマネジメントのＰＤＣ
Ａサイクルを回しており、重要リスクの所管部門がその結果をリスク管理委員会に報告してお
ります。当事業年度は、「人材不足への対応」、「サイバー攻撃への対処も含めたITセキュリ
ティの強化」、「在庫コントロール」を重点リスクに選定し、リスクを低減するための対策を
実施しました。
　大規模災害等に対しては、事業継続計画（BCP）を策定し、グループ全体に共通する事項に
加え、各事業の特性に応じた対策を講じていますが、令和６年能登半島地震を受け、現状の
BCPを強化すべく見直しを実施する予定です。

－ 7 －



2024/05/29 11:16:36 / 23071315_ヒビノ株式会社_招集通知

業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況の概要

③ 取締役の職務執行
　取締役会の任意の諮問機関として、2021年度より指名委員会・報酬委員会を設置・運用し
ております。2023年度からは、コーポレートガバナンスをより強化し、少数株主利益のさら
なる保護をはかるため、関連当事者取引等検証委員会を新たに設置・運営を開始しておりま
す。また、取締役会を補完するものとして、４カ月に1回ほど社外役員情報交換会を開催し、
当社グループの現況について社外役員に情報提供しております。

④ グループ会社管理
　全取締役、子会社社長等をメンバーとする経営会議を定期的に開催し、業務の進捗状況の報
告、重要課題の議論を行い、グループ全体の迅速な意思形成と業務の遂行を図っております。

⑤ 監査役監査
　常勤監査役は、重要会議に出席し、重要書類を閲覧し、各事業部、子会社の実査等を行うこ
とで情報収集に努め、その内容を監査役会にて共有しております。社外監査役は、それぞれの
立場で審議し、意見を表明しております。
　内部監査は、被監査部門に対して原則年1回実施し、その結果は随時代表取締役及び監査役
に報告され、グループ内のリスク管理の現況や課題が認識されています。
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会社の支配に関する基本方針

⑸　会社の支配に関する基本方針
① 基本方針の内容
当社は、「創造と革新」を経営理念に掲げ、音と映像の事業を基軸としたプロ用AV&ITのト
ータル・ソリューション企業として日々の改善・改革を実行し、事業を拡大していくことで株
主の皆様をはじめとしたすべてのステークホルダー（利害関係者）に満足していただくことが
最善であるとの考えから、企業価値ひいては株主共同の利益の確保・向上に向けて法令等を遵
守しながら利潤を追求しております。
当社では、以上の経営方針を支持する者が「会社の財務及び事業の方針を決定する者」であ
ることが望ましいと考えております。
② 基本方針の実現に資する特別な取り組み
当社は上記①の方針を実現するため、2023年３月期より中期経営計画「ビジョン2025」
に取り組みながら、企業グループとして組織体制の見直しや施策の実施等に加え、積極的なIR
活動と適時適切な情報開示を行うことで、透明性の確保された質の高い企業グループ体制を構
築することを目指しております。
③ 不適切な支配の防止のための取り組み
当社は、2018年４月25日開催の取締役会において、大規模買付行為への対応方針を継続し

ないことを決議し、2018年６月22日開催の定時株主総会終結の時をもって期間満了により廃
止しております。
なお、大規模買付行為への対応方針廃止後も当社株式の大規模買付行為が行われた場合に
は、買付者等に対して必要かつ十分な情報の提供を求め、併せて当社取締役会の意見等を開示
し、株主の皆様の検討のための時間と情報の確保に努める等、金融商品取引法、会社法及びそ
の他関連法令の許容する範囲内において、適切な措置を講じてまいります。
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連結株主資本等変動計算書

(2023年 4 月 1 日から
2024年 3 月31日まで)

株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株 主 資 本 合 計
当 期 首 残 高 1,748,655 2,005,583 5,176,709 △241,432 8,689,516
当 期 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 △297,683 △297,683
親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 1,627,325 1,627,325

自 己 株 式 の 取 得 △69 △69
株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 ( 純 額 )
当 期 変 動 額 合 計 - - 1,329,641 △69 1,329,572

当 期 末 残 高 1,748,655 2,005,583 6,506,351 △241,501 10,019,089

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額
非 支 配
株 主 持 分

純 資 産
合 計その他有価証券

評 価 差 額 金 繰延ヘッジ損益 為 替 換 算 調
整 勘 定

退職給付に係る
調 整 累 計 額

その他の包括利益
累 計 額 合 計

当 期 首 残 高 40,670 △5,522 227,555 165,879 428,583 364,251 9,482,350
当 期 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 △297,683
親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 1,627,325

自 己 株 式 の 取 得 △69
株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 ( 純 額 ) 24,380 7,786 △41,193 △11,275 △20,301 94,999 74,698

当 期 変 動 額 合 計 24,380 7,786 △41,193 △11,275 △20,301 94,999 1,404,270
当 期 末 残 高 65,051 2,264 186,361 154,603 408,281 459,250 10,886,621

■連結計算書類

連結株主資本等変動計算書

（単位：千円）
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連結注記表

連結注記表
１. 連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記
⑴ 連結の範囲に関する事項

① 連結子会社の状況
・連結子会社の数 21社
・主要な連結子会社の名称 ヒビノインターサウンド株式会社

日本音響エンジニアリング株式会社
日本環境アメニティ株式会社
ヒビノメディアテクニカル株式会社
Sama Sound Inc.
当連結会計年度において、株式会社エヌジーシーの株式を新たに取得
し、子会社としたことから連結の範囲に含めております。
Hibino Asia Pacific (Shanghai) Limitedは当連結会計年度において
清算が結了したため、連結の範囲から除外しております。

② 非連結子会社の状況
・主要な非連結子会社の名称 ヒビノエンタテインメント株式会社

株式会社エィティスリー
NOE Asia Pacific Company Limited

（連結の範囲から除いた理由）
　非連結子会社は、小規模であり、合計の総資産、売上高、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰
余金（持分に見合う額）等は、全体としても重要性がないため、連結の範囲から除外しております。

⑵ 持分法の適用に関する事項
　持分法を適用していない非連結子会社及び関連会社

・主要な非連結子会社の名称 ヒビノエンタテインメント株式会社
株式会社エィティスリー
NOE Asia Pacific Company Limited

・主要な関連会社の名称 ピィ・ティ・アイ株式会社
Hibino Deutschland GmbH

（持分法を適用しない理由）
　持分法を適用していない非連結子会社及び関連会社は、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余
金（持分に見合う額）等からみて、持分法の対象から除いても連結計算書類に及ぼす影響が軽微であ
り、かつ、全体としても重要性がないため、持分法の適用範囲から除外しております。

⑶ 連結子会社の事業年度等に関する事項
連結子会社のうち、Hibino Asia Pacific Limitedの決算日は12月末日であります。連結決算日現在で本

決算に準じた仮決算を行った計算書類を基礎としております。その他の連結子会社の決算日は連結決算日と
一致しております。
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・市場価格のない株式等
以外のもの

時価法（評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却原価は移
動平均法により算定）

・商品、製品（量産品）、原材
料

移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿
価切下げの方法により算定）

建物及び構築物 ２～50年
機械装置及び運搬具 ２～15年
工具、器具及び備品 ２～20年

⑷ 会計方針に関する事項
① 重要な資産の評価基準及び評価方法

イ. 有価証券
その他有価証券

・市場価格のない株式等 移動平均法による原価法
ロ. デリバティブ 時価法
ハ. 棚卸資産

・製品（受注生産品）、仕掛品 個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切
下げの方法により算定）

・貯蔵品 最終仕入原価法
② 重要な減価償却資産の減価償却の方法

イ. 有形固定資産 主に定率法
　　（リース資産を除く） ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除

く）並びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物
については、定額法。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

ロ. 無形固定資産 定額法
　　（リース資産を除く） なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期

間（５年）に基づく定額法。
ハ. リース資産 所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用して
おります。
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法。

③ 重要な引当金の計上基準
イ. 貸倒引当金 債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等の特定債権については個別に回収可能性を検討
し、回収不能見込額を計上しております。

ロ. 賞与引当金 従業員の賞与の支出に備えるため、賞与支給見込額の当連結会計年度
負担額を賞与引当金として計上しております。
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イ. 退職給付見込額の期間帰属方
法

ロ. 数理計算上の差異及び過去勤
務費用の費用処理方法

ハ. 未認識数理計算上の差異及び
未認識過去勤務費用の会計処
理方法

ニ. 小規模企業等における簡便法
の採用

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末ま
での期間に帰属させる方法については、給付算定式基準によっており
ます。
過去勤務費用については、その発生時における従業員の平均残存勤務
期間以内の一定の年数（10年）による定額法により費用処理してお
ります。
数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時における従業
員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による定額法によ
り按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理しており
ます。
未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用については、税効果
を調整の上、純資産の部におけるその他の包括利益累計額の退職給付
に係る調整累計額に計上しております。
一部の国内連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計
算に、退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方
法を用いた簡便法を適用しております。

④ 退職給付に係る会計処理の方法

⑤ 収益及び費用の計上基準
　当社グループにおける主要な履行義務の内容及び当該履行義務を充足する通常の時点は下記のとおりで
す。

イ．商品及び製品販売
　　　当社グループの販売施工事業及び建築音響施工事業において、音響機器・映像機器・照明機器等の商

品及び製品を販売しており、顧客に当該商品及び製品を引渡すことにより履行義務が充足されます。国
内の販売については、「収益認識に関する会計基準の適用指針」第98項に定める代替的な取扱いを適
用し、出荷時から当該商品又は製品の支配が顧客に移転される時までの期間が通常の期間である場合、
出荷時に収益を認識しております。なお、商品及び製品の販売に伴い据付施工を提供する場合がありま
す。当該据付施工は単独で提供することはなく、商品及び製品と一体となって顧客に提供する約束をし
ていることから据付施工検収時に収益を認識しております。顧客への財又はサービスの提供における当
社グループの役割が代理人に該当する取引については、顧客より受取る額から仕入先等に支払う額を控
除した純額で収益を認識しております。
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ロ．工事契約
　　　当社グループの販売施工事業及び建築音響施工事業において、建築音響に関する設計・施工等の工

事を請負っており、当該工事契約に基づいた財・サービスを提供することにより履行義務が充足され
ます。当社グループが顧客との契約における義務を履行することにより資産が生じる又は当該資産の
価値が増加するにつれて、顧客は当該資産を支配することになる工事契約は、一定期間にわたり充足
される履行義務として、工事の進捗度に応じて収益を認識しております。なお、期間がごく短い工事
を除き、履行義務の結果を合理的に測定できる場合は、見積原価総額に対する実際原価の割合（イン
プット法）に応じて収益を認識し、履行義務の結果を合理的に測定できない場合は、発生した原価の
範囲のみで収益を認識しております。一時点で充足される履行義務及び期間がごく短い工事契約は履
行義務を充足した時点で収益を認識しております。

ハ．コンサート・イベントサービス
　　　当社グループのコンサート・イベントサービス事業において、コンサート・イベントに係る企画立

案・レンタル・オペレート等のサービスを提供しております。サービス内容はコンサート・イベント
の開催地・開催時期等に区分して顧客と約束しており、当該区分ごとのサービスを提供するにつれて
履行義務が充足されます。そのため、コンサート・イベントの開催地・開催時期等に区分したサービ
スごとに、提供期間（開催期間等）にわたり充足される履行義務として収益を認識しております。ま
た、顧客との契約における対価に変動対価が含まれる場合、変動対価に関する不確実性がその後に解
消される際に、認識した収益の累計額に重大な戻入れが生じない可能性が非常に高い範囲でのみ、取
引価格に含めております。

⑥ 重要な外貨建の資産または負債の本邦通貨への換算の基準
　外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理し
ております。なお、在外子会社の資産、負債は、在外子会社の決算日の直物為替相場により円貨に換算
し、収益及び費用は期中平均為替相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整
勘定に含めております。

⑦ 重要なヘッジ会計の方法
イ. ヘッジ会計の方法 繰延ヘッジ処理によっております。ただし、特例処理の要件を満たす

金利スワップについては特例処理によっております。
ロ. ヘッジ手段とヘッジ対象 ヘッジ手段…為替予約、金利スワップ

ヘッジ対象…外貨建債務及び外貨建予定取引、借入金
ハ. ヘッジ方針 デリバティブ取引に関する権限及び取引限度額を定めた内部規程に基

づき、ヘッジ対象に係る為替相場変動リスク及び金利変動リスクを一
定範囲内でヘッジしております。

ニ. ヘッジの有効性評価の方法 各取引ごとにヘッジの有効性の評価を行うことを原則としております
が、高い有効性があるとみなされる場合には、有効性の評価を省略し
ております。
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当連結会計年度
のれん 423,036千円

⑧ のれんの償却方法及び償却期間
　のれんの償却については、20年以内のその効果の発現する期間で均等償却を行っております。

⑨ その他連結計算書類作成のための重要な事項
　グループ通算制度の適用 グループ通算制度を適用しております。

２.　表示方法の変更に関する注記
（連結損益計算書）
　前連結会計年度まで区分掲記して表示しておりました「受取キャンセル料」（当連結会計年度は、8,471千
円）は、金額的重要性が乏しくなったため、当連結会計年度より、営業外収益の「その他」に含めて表示して
おります。
　前連結会計年度まで区分掲記して表示しておりました「支払手数料」（当連結会計年度は、12,439千円）
は、金額的重要性が乏しくなったため、当連結会計年度より、営業外費用の「その他」に含めて表示しており
ます。

３. 会計上の見積りに関する注記
⑴　株式の新規取得に伴うのれんの計上額

①　当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

② 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
　当社グループにおいて、企業結合取引における株式の取得原価は、将来キャッシュ・フローの割引現在
価値から算定された株式価値を基礎として決定しております。また、企業結合日において、受け入れた資
産及び引き受けた負債を識別し、資産及び負債の純額の株式の取得原価との差額をのれんとして計上して
おります。
　将来キャッシュ・フローは事業計画に基づいて算定しております。事業計画は、過去の実績に基づく趨
勢、現状の取引先との交渉状況による受注確度・受注見込金額及び拠点地域の経済情勢などにより見積っ
た売上高成長率を基礎として策定しておりますが、これらには一定の仮定が含まれております。
　しかしながら、上記の仮定に変化が生じ、事業計画の見直しが必要となった場合、翌連結会計年度の連
結計算書類において認識するのれんの金額に重要な影響を及ぼす可能性があります。
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当連結会計年度
繰延税金資産 1,688,868千円

⑴　有形固定資産の減価償却累計額 17,089,499千円

貸出コミットメントの総額 5,000,000千円
借入実行残高 2,000,000千円

差引額 3,000,000千円

⑵　繰延税金資産の回収可能性
①　当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

②　識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
　当社グループにおいて、繰延税金資産は、将来の課税所得の十分性や将来減算一時差異の将来解消見込
年度のスケジューリング等に基づき、一定期間における回収可能性が高いと判断した部分に限り計上して
おります。回収可能性が見込めないと判断した部分については評価性引当額を計上しております。なお、
当社及び国内連結子会社はグループ通算制度を適用しており、通算グループ全体の損益通算や欠損金の通
算を考慮した将来の課税所得の十分性、将来減算一時差異の将来解消見込年度のスケジューリング等に基
づいております。
　将来の課税所得の十分性や将来減算一時差異の将来解消見込年度のスケジューリング等は事業計画に基
づいて検討しております。事業計画は、「⑴株式の新規取得に伴うのれんの計上額②識別した項目に係る
重要な会計上の見積りの内容に関する情報」に記載したとおり、策定のための基礎要素に関して一定の仮
定を設けて策定しております。
　しかしながら、上記の仮定に変化が生じ、事業計画の見直しが必要となった場合、翌連結会計年度の連
結計算書類において認識する繰延税金資産の金額に重要な影響を与える可能性があります。

４. 連結貸借対照表に関する注記

⑵　貸出コミットメント
　当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行３行と貸出コミットメント契約を締結しておりま
す。この契約に基づく当連結会計年度末の借入未実行残高は次のとおりであります。

（財務制限条項）
　コミットメントライン契約（前連結会計年度末残高2,000,000千円、当連結会計年度末残高
2,000,000千円）には、主に以下の財務制限条項が付されておりこれに抵触した場合、借入先の請求に基
づき、借入金を一括返済することがあります。（複数ある場合は、条件の厳しい方を記載しておりま
す。）
  ①各年度及び第２四半期の決算期末日において、貸借対照表（連結及び個別）における純資産の部の金

額を、前年度決算期末日における純資産の部の合計額の80％以上に維持すること。
  ②各年度及び第２四半期の決算期末日における、損益計算書（連結及び個別）の営業損益及び経常損益

においてそれぞれ損失を計上しないこと。
　なお、当社が、2023年５月17日に締結したコミットメントライン契約3,000,000千円について財務制
限条項は付与されておりません。
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　銀行借入金に対するもの（極度額）
　　Sama Sound Inc. 337,500千円
　　Sama D&I CO., Ltd. 337,500千円

当連結会計年度期首
株 式 数 （ 株 ）

当 連 結 会 計 年 度
増加株式数（株）

当 連 結 会 計 年 度
減少株式数（株）

当連結会計年度末
株 式 数 （ 株 ）

発行済株式
普通株式 10,265,480 － － 10,265,480

合計 10,265,480 － － 10,265,480
自己株式

普通株式（注） 342,687 34 － 342,721
合計 342,687 34 － 342,721

⑶　債務保証

５. 連結損益計算書に関する注記
⑴　助成金収入
　　新型コロナウイルス感染症の影響に伴う特例措置の適用を受けた雇用調整助成金等を助成金収入として営

業外収益に計上しております。
⑵　為替換算調整勘定取崩益
　　当社の連結子会社であるHibino Asia Pacific (Shanghai) Limitedが清算結了したことにより、為替換算

調整勘定取崩益を特別利益に計上しております。
⑶　関係会社整理損
　　当社の連結子会社であるTLS PRODUCTIONS, INC.の解散及び清算を決定したことに伴い、関係会社整

理損を特別損失に計上しております。

６. 連結株主資本等変動計算書に関する注記
⑴　発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

(注) 普通株式の自己株式の増加のうち34株は単元未満株式の買取りによるものであります。

－ 17 －
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・配当金の総額 148,841千円
・１株当たり配当額 15円00銭

・配当金の総額 148,841千円
・１株当たり配当額 15円00銭

・配当金の総額 297,682千円

・１株当たり配当額 30円00銭

⑵　剰余金の配当に関する事項
① 配当金支払額等

イ. 2023年５月22日開催の取締役会決議による配当に関する事項
・株式の種類 普通株式

・基準日 2023年３月31日
・効力発生日 2023年６月23日

ロ. 2023年11月６日開催の取締役会決議による配当に関する事項
・株式の種類 普通株式

・基準日 2023年９月30日
・効力発生日 2023年12月８日

② 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの
2024年５月22日開催の取締役会決議による配当に関する事項
・株式の種類 普通株式

・配当の原資 利益剰余金

・基準日 2024年３月31日
・効力発生日 2024年６月27日

⑶ 当連結会計年度末日における新株予約権に関する事項
　該当事項はありません。
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連結貸借対照表
計上額(千円） 時価（千円） 差額（千円）

(1) リース債権 15,692 15,672 △20
(2) 投資有価証券

その他有価証券 275,167 275,167 －
資産計 290,860 290,839 △20
(3) 長期借入金

（１年以内返済予定を含む）
10,304,191 10,279,240 △24,950

(4) リース債務
（１年以内リース債務を含む）

589,404 589,333 △71

負債計 10,893,595 10,868,574 △25,021
デリバティブ取引（※） 16,639 16,639 －

７. 金融商品に関する注記
⑴ 金融商品の状況に関する事項

　当社グループは、資金計画に照らして、銀行等金融機関から必要な資金を調達（借入金）しております。
借入金の使途は運転資金(主として短期)、子会社株式取得に要する資金(長期)及び設備投資資金(長期)であ
り、設備投資については必要に応じてファイナンス・リース取引を行っております。一部の長期借入金の金
利変動リスクに対して金利スワップ取引を利用し、リスクヘッジを図っております。なお、デリバティブ取
引は内部管理規程に従い、実需の範囲で行うこととしております。
　受取手形、電子記録債権、売掛金及びリース債権に係る顧客の信用リスクは、与信管理規程に沿ってリス
ク低減を図っております。また、投資有価証券は主として株式であり、上場株式については四半期ごとに時
価の把握を行っております。

⑵　金融商品の時価等に関する事項
　2024年３月31日（当連結会計年度の連結決算日）における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差
額については、次のとおりであります。なお、市場価格のない株式等（注）は、「その他有価証券」には含
めておりません。また、現金は注記を省略しており、預金、受取手形、電子記録債権、売掛金、支払手形及
び買掛金、電子記録債務、短期借入金及び未払法人税等は短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似す
ることから、注記を省略しております。

（※）デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項
目については△で示しております。

－ 19 －



2024/05/29 11:16:36 / 23071315_ヒビノ株式会社_招集通知

連結注記表

区分 連結貸借対照表計上額（千円）

投資有価証券　非上場株式 170,666

関係会社株式　非上場株式 112,459

関係会社出資金　非上場出資金 9,677

区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計
投資有価証券
　その他有価証券
　　株式 161,609 － － 161,609

　　その他 － － 113,557 113,557
デリバティブ取引
　　通貨関連 － 16,639 － 16,639

区分 時価
レベル１ レベル２ レベル３ 合計

リース債権 － 15,672 － 15,672
長期借入金
(１年以内返済予定を含む） － 10,279,240 － 10,279,240
リース債務
（１年以内返済予定を含む） － 589,333 － 589,333

(注) 市場価格のない株式等の連結貸借対照表計上額

⑶　金融商品の時価の適切な区分ごとの内訳等に関する事項
　金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベ
ルに分類しております。

レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該
時価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の
算定に係るインプットを用いて算定した時価

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価
　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそ
れぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しておりま
す。
①　時価をもって連結貸借対照表計上額とする金融資産及び金融負債

（単位：千円）

②　時価をもって連結貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債
（単位：千円）
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区分
当連結会計年度

（自　2023年４月１日
　　至　2024年３月31日）

期首残高 －
当期の損益又はその他の包括利益
　損益に計上 －
　その他の包括利益に計上（※） 3,877
購入、売却、償還等 109,680
期末残高 113,557

（注）1．時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明
投資有価証券（株式）

上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されているため、そ 
の時価をレベル１の時価に分類しております。

投資有価証券（その他）
これらはSAFE等の投資であり、過去の取引価格を基礎として、金融商品の価値に影響を与える事象
を考慮して、直近の時価を見積もっており、レベル３に分類しております。

デリバティブ取引
取引先金融機関から提示された価格に基づき算定しているためレベル２に分類しております。ま
た、金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理
されているため、その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しております。

リース債権
これらの時価は、一定の期間ごとに分類した将来キャッシュ・フローを新規契約した場合に想定さ
れる利率で割り引いた現在価値により算定しているため、レベル２に分類しております。

長期借入金・リース債務
これらの時価は、元利金の合計額を、新規に同様の借入またはリース取引を行った場合に想定され
る利率で割り引いた現在価値により算定しているため、レベル２に分類しております。

２．時価をもって連結貸借対照表計上額とする金融資産のうちレベル３の時価に関する情報
①期首残高から期末残高への調整表は以下のとおりであります。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

（※）連結包括利益計算書の「その他の包括利益」の「その他有価証券評価差額金」に含まれており
ます。

②時価の評価プロセスの説明
　レベル３に分類した金融商品については、当社グループの担当部門が時価の算定に関する会計方針
　等に従い、時価を算定しております。算定された時価は、時価の算定に用いられた評価方法の妥当
　性並びに時価のレベルの分類の適切性を検証しております。また、算定結果については適切な責任
　者が承認しております。
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１年以内 １年超
５年以内

５年超
10年以内 10年超

リース債権 15,692 － － －

１年以内 １年超
５年以内

５年超
10年以内 10年超

長期借入金
（１年以内返済予定を含む） 4,031,720 6,272,471 － －
リース債務

（１年以内返済予定を含む） 303,861 284,798 745 －

販売施工事業 建築音響施工事業
コンサート・

イベントサービス
事業

合計

 売上高

　日本 19,065,054 9,256,457 14,813,642 43,135,154
　アジア 6,041,532 6,926 4,013 6,052,471
　北米 10,569 2,734 1,281,973 1,295,277
　欧州 6,588 1,556 － 8,144
 顧客との契約から
 生じる収益 25,123,745 9,267,674 16,099,628 50,491,048

 その他の収益 － － － －

 外部顧客への売上高 25,123,745 9,267,674 16,099,628 50,491,048

３. 金銭債権の連結決算日後の償還予定額
（単位：千円）

４. 借入金の連結決算日後の返済予定額
（単位：千円）

８.　収益認識に関する注記
⑴　顧客との契約から生じる収益を分解した情報

（単位：千円）

（注）地域ごとの売上高は販売元の所在地を基礎として、表示しております。
⑵　顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報

「１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記　⑷　会計方針に関する事項　⑤　収
益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。
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当連結会計年度

顧客との契約から生じた債権（期首残高） 8,524,606千円

顧客との契約から生じた債権（期末残高） 8,573,641

契約資産（期首残高） 1,978,947

契約資産（期末残高） 2,939,779

契約負債（期首残高） 486,322

契約負債（期末残高） 1,126,179

⑴ １株当たり純資産額 1,050円85銭
⑵ １株当たり当期純利益 164円00銭

⑶　当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報
①　契約資産及び契約負債（前受金）の残高等

　契約資産は、主に工事契約及びコンサート・イベントサービス等において、一定期間にわたり充足さ
れる履行義務として認識した収益に係る未請求の権利に関するものです。契約資産には変動対価が含ま
れます。また、契約資産は、権利が無条件となった時点で売掛金に振替えられます。これは、通常、サ
ービス等の提供が完了し請求書を顧客に発行した時点となります。請求書発行後概ね３ヵ月以内に対価
を受領しております。
　契約負債は、顧客からの前受金であり、当社グループが商品及び製品又はサービスを顧客に移転する
前に顧客から対価を受領した場合に増加し、当社グループが履行義務を充足することにより減少しま
す。
　当連結会計年度に認識された収益のうち、期首現在の契約負債の残高が含まれていたものは、
431,504千円であります。
　当連結会計年度において、過去の期間に充足（又は部分的に充足）した履行義務から認識した収益
は、コンサート・イベントサービスにおける変動対価から生じた23,365千円であります。
②　残存履行義務に配分した取引価格
　当連結会計年度末時点で未充足の履行義務に配分した取引価格は1,856,979千円であります。当該履
行義務は、主に工事契約に係るものであり、工事の進捗に応じて４年以内に収益として認識されると見
込んでおります。なお、当初の契約期間が１年以内の契約については、実務上の便法を適用し、注記の
対象に含めておりません。

９.　１株当たり情報に関する注記
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10.　重要な後発事象に関する注記
（譲渡制限付株式報酬制度の導入）

当社は、2024年４月24日開催の取締役会において、役員報酬制度の見直しを行い、譲渡制限付株式報酬制
度（以下「本制度」といいます。）の導入を決議し、本制度の導入に関する議案を2024年６月26日開催予定
の第61回定時株主総会に付議することを決議いたしました。
（1）本制度を導入する理由

当社取締役（社外取締役を除きます。以下「対象取締役」といいます。）に対し、譲渡制限付株式を割り当
て、当社株式を保有させることで当社の企業価値の持続的な向上を図るインセンティブを与えるとともに、対
象取締役と株主の皆様との一層の価値共有を進めることを目的として、本制度を導入するものです。
（2）本制度の概要
①取締役の報酬額と交付株式数

本制度は、対象取締役に対し、譲渡制限付株式を割り当てるために金銭報酬債権を付与し、対象取締役は当
該金銭報酬債権を現物出資することで当社の普通株式の発行又は処分を受けるものです。

当社の取締役の報酬額は、2005年６月29日開催の第42回定時株主総会において、年額300,000千円以内
（ただし、使用人兼務取締役の使用人分給与を含みません。）とご承認いただいておりますが、これとは別枠
で譲渡制限付株式の交付を目的として年額40,000千円以内の範囲で支給することをお願いする予定でありま
す。各対象取締役への具体的な支給時期及び配分については、報酬委員会への諮問を経たうえで、取締役会に
おいて決定いたします。

また、本制度により発行又は処分される当社普通株式の総数は、年40,000株以内（ただし、本議案が承認
可決された日以降の日を効力発生日とする当社の普通株式の株式分割（当社の普通株式の無償割当てを含
む。）又は株式併合が行われた場合、当該効力発生日以降、分割比率・併合比率等に応じて、当該総数を、必
要に応じて合理的な範囲で調整する。）とします。なお、その１株当たりの払込金額は、各取締役会決議日の
前営業日における東京証券取引所における当社普通株式の終値（同日に取引が成立していない場合は、それに
先立つ直近取引日の終値）とします。
②譲渡制限付株式割当契約について

本制度に基づき当社の普通株式の発行又は処分をするにあたり、当社と対象取締役の間で譲渡制限付株式割
当契約を締結することといたします。本契約の主な内容は次のとおりです。

   1)対象取締役は一定期間、割当てを受けた株式について、譲渡、担保権の設定その他の処分をしてはならない
こと。

   2)一定の事由が生じた場合には当社が無償で株式を取得すること。
対象取締役が割当てを受けた当社の普通株式は、譲渡制限期間中の譲渡、担保権の設定その他の処分をする

ことができないよう、譲渡制限期間中は、対象取締役が金融機関に開設する専用口座で管理される予定です。
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連結注記表

取得の対価　　現金 805,000千円
取得原価 805,000千円

（取得による企業結合）
　当社は、2024年５月13日開催の取締役会において、完全子会社９社の持株会社であるCHホールディング
ス株式会社の株式を取得することについて決議し、同日付でCHホールディングス株式会社の株主である和田
篤司氏との間で株式譲渡契約を締結いたしました。
１．企業結合の概要
（１）被取得企業の名称及び事業の内容

被取得企業の名称　CHホールディングス株式会社
事業の内容　　　　映像制作サービス事業に係る子会社の管理・統括

（２）企業結合を行った主な理由
　当社グループは、CHホールディングス株式会社及びその完全子会社である映像制作会社９社(以
下、「CHグループ」という。)を子会社化し、新たに映像制作サービス事業を開始します。
　当社グループは、既存事業の有機的な成長を目指すとともに、強い推進力を持つ成長エンジンとし
て、映像制作サービス事業を開始します。少数精鋭のスペシャリスト集団であるCHグループととも
に、映像制作サービスを新たな事業の柱に育てていきます。

（３）企業結合日（予定）
2024年５月31日

（４）企業結合の法的形式
現金を対価とする株式取得

（５）結合後企業の名称
CHホールディングス株式会社

（６）取得する議決権比率
異動前の議決権比率　　    0.0％
異動後の議決権比率　　  70.0％

（７）取得企業を決定するに至った主な根拠
当社が現金を対価として株式を取得することによるものであります。

２．被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳

３．主要な取得関連費用の内容及び金額
現時点では確定しておりません。

４．発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間
現時点では確定しておりません。

５．企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳
現時点では確定しておりません。
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連結注記表

（１） 名 称 TLS PRODUCTIONS, INC.
（２） 所 在 地 78 Jackson Plaza, Ann Arbor, Michigan 48103, USA
（３） 代 表 者 Peter Moll, CEO
（４） 事 業 内 容 イベント用照明・音響システムの企画立案、レンタル、オペレート
（５） 資 本 金 845 万米ドル（1,106,576 千円）
（６） 設 立 年 月 日 1996年７月
（７） 大株主及び持株比率 Hibino USA, Inc.　100.0%

11.　その他
（追加情報）
（連結子会社の解散決議）
　当社は、2023年11月22日開催の取締役会において、当社の連結子会社（特定子会社）であるTLS 
PRODUCTIONS, INC.を解散及び清算することを決議いたしました。

１．解散及び清算の理由
　当社は、2019 年２月に、アメリカで照明・音響サービス事業を展開する TLS PRODUCTIONS, 
INC.を連結子会社化しました。しかしながら、その後、モーターショー等の展示会市場等における受注
機会の減少や新型コロナウイルス感染症の影響を受け、業績低迷が続いていました。同社を取り巻く事
業環境は厳しく早期の収益改善が困難であると判断し、グループ経営の最適化の観点から当該連結子会
社を解散及び清算することといたしました。

２．解散する連結子会社の概要

３．解散及び清算の日程
現地の法令等に従い必要な手続きが完了次第、清算結了となる予定です。

４．今後の見通し
本件が当社連結業績に与える影響は、現在精査中であります。

５．当該清算による営業活動等への影響
当該連結子会社の清算に伴う営業活動等への影響は軽微であります。
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貸借対照表

（2024年３月31日現在）
（単位：千円）

資 産 の 部 負 債 の 部
科 目 金 額 科 目 金 額

【 流  動  資  産 】
現 金 及 び 預 金
受 取 手 形
電 子 記 録 債 権
売 掛 金
契 約 資 産
リ ー ス 債 権
商 品 及 び 製 品
仕 掛 品
原 材 料 及 び 貯 蔵 品
前 払 費 用
関 係 会 社 短 期 貸 付 金
そ の 他
貸 倒 引 当 金

【 固  定  資  産 】
（ 有 形 固 定 資 産 ）
建 物
構 築 物
機 械 及 び 装 置
車 両 運 搬 具
工 具 、 器 具 及 び 備 品
土 地
リ ー ス 資 産
建 設 仮 勘 定

（ 無 形 固 定 資 産 ）
借 地 権
ソ フ ト ウ エ ア
リ ー ス 資 産
電 話 加 入 権
そ の 他

（ 投 資 そ の 他 の 資 産 ）
投 資 有 価 証 券
関 係 会 社 株 式
出 資 金
関 係 会 社 出 資 金
関 係 会 社 長 期 貸 付 金
破 産 更 生 債 権 等
繰 延 税 金 資 産
そ の 他
貸 倒 引 当 金　

[11,230,688]
396,453
65,406
227,589
4,155,232
293,411
15,692

1,585,088
494,246
3,327

299,144
3,246,781
488,534
△40,219

[17,959,173]
(6,854,929)
1,171,633

9,984
3,532,080

2,380
231,509
404,627
201,893
1,300,820
(208,574)
2,034

161,928
1,821
7,888
34,901

(10,895,669)
316,652
7,924,936

350
612,844
49,291
2,000

1,012,066
979,528
△2,000　

【 流  動  負  債 】 [14,506,790]
支 払 手 形 59,177
電 子 記 録 債 務 121,527
買 掛 金 1,550,469
短 期 借 入 金 4,400,000
関 係 会 社 短 期 借 入 金 2,587,944
１年内返済予定の長期借入金 3,300,230
リ ー ス 債 務 115,282
未 払 金 639,372
未 払 費 用 317,749
未 払 法 人 税 等 281,722
前 受 金 215,047
預 り 金 31,421
賞 与 引 当 金 553,598
そ の 他 333,247

【 固  定  負  債 】 [7,091,217]
長 期 借 入 金 5,604,030
リ ー ス 債 務 92,489
退 職 給 付 引 当 金 1,228,010
資 産 除 去 債 務 115,072
そ の 他 51,615

負 債 合 計 21,598,008
純 資 産 の 部

【 株  主  資  本 】 [7,552,600]
（ 資 　  本 　  金 ） (1,748,655)
（ 資 本 剰 余 金 ） (2,125,585)
資 本 準 備 金 2,101,769
そ の 他 資 本 剰 余 金 23,816

（ 利 益 剰 余 金 ） (3,919,860)
利 益 準 備 金 46,328
そ の 他 利 益 剰 余 金 3,873,532
別 途 積 立 金 200,000
繰 越 利 益 剰 余 金 3,673,532

（ 自  己  株  式 ） (△241,501)
【 評 価 ・ 換 算 差 額 等 】 [39,253]

（その他有価証券評価差額金） (38,480)
（ 繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 ） (772)

純 資 産 合 計 7,591,853
資 産 合 計 29,189,862 負 債 純 資 産 合 計 29,189,862

■計算書類

貸　借　対　照　表
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損益計算書

（2023年 4 月 1 日から
2024年 3 月31日まで）

（単位：千円）
科 目 金 額

売 上 高 21,220,128
売 上 原 価 14,109,000
売 上 総 利 益 7,111,128
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 5,418,114
営 業 利 益 1,693,013

営 業 外 収 益
受 取 利 息 34,348
受 取 配 当 金 535,627
仕 入 割 引 3,783
為 替 差 益 140,112
そ の 他 105,568 819,440

営 業 外 費 用
支 払 利 息 115,667
支 払 手 数 料 12,439
デ リ バ テ ィ ブ 損 失 62,006
そ の 他 17,814 207,928
経 常 利 益 2,304,525

特 別 損 失
関 係 会 社 整 理 損 5,277
貸 倒 損 失 867,068 872,345
税 引 前 当 期 純 利 益 1,432,179

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 253,942
法 人 税 等 調 整 額 231,412 485,354
当 期 純 利 益 946,825

損　益　計　算　書
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株主資本等変動計算書

(2023年 4 月 1 日から
2024年 3 月31日まで)

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自 己 株 式
株 主 資 本

合 計
資 本

準 備 金

その他資本

剰 余 金

資本剰余金

合 計

利 益

準 備 金

そ の 他 利 益 剰 余 金
利益剰余金

合 計
別 途 積

立 金

繰 越 利 益

剰 余 金

当 期 首 残 高 1,748,655 2,101,769 23,816 2,125,585 46,328 200,000 3,024,390 3,270,719 △241,432 6,903,527

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △297,683 △297,683 △297,683

当 期 純 利 益 946,825 946,825 946,825

自 己 株 式 の 取 得 △69 △69

株 主 資 本 以 外
の 項 目 の 当 期
変 動 額 ( 純 額 )

当 期 変 動 額 合 計 - - - - - - 649,141 649,141 △69 649,072

当 期 末 残 高 1,748,655 2,101,769 23,816 2,125,585 46,328 200,000 3,673,532 3,919,860 △241,501 7,552,600

評 価 ・ 換 算 差 額 等

純 資 産 合 計
その他有価証券評価差額金 繰 延 ヘ ッ ジ 損 益

評 価 ・ 換 算

差 額 等 合 計

当 期 首 残 高 18,631 △3,425 15,205 6,918,733

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △297,683

当 期 純 利 益 946,825

自 己 株 式 の 取 得 △69

株 主 資 本 以 外
の 項 目 の 当 期
変 動 額 ( 純 額 )

19,849 4,198 24,047 24,047

当 期 変 動 額 合 計 19,849 4,198 24,047 673,120

当 期 末 残 高 38,480 772 39,253 7,591,853

株主資本等変動計算書

（単位：千円）
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個別注記表

・市場価格のない株式等
以外のもの

時価法（評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却原価は移
動平均法により算定）

建物 ２～ 50年
構築物 10～ 50年
機械及び装置 ２～ 15年
車両運搬具 ２～  6 年
工具、器具及び備品 ２～ 20年

個別注記表
１. 重要な会計方針に係る事項に関する注記
⑴ 資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券の評価基準及び評価方法
イ. 子会社株式、子会社出資金及び関連会社株式 移動平均法による原価法
ロ. その他有価証券

・市場価格のない株式等 移動平均法による原価法
② デリバティブ等の評価基準及び評価方法

・デリバティブ 時価法
③ 棚卸資産の評価基準及び評価方法

・商品、製品（量産品）、原材料 移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿
価切下げの方法により算定）

・製品（受注生産品）、仕掛品 個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切
下げの方法により算定）

・貯蔵品 最終仕入原価法
⑵ 固定資産の減価償却の方法

① 有形固定資産 定率法
（リース資産を除く） ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除

く）並びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物
については、定額法。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

② 無形固定資産 定額法
（リース資産を除く） なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期

間（５年）に基づく定額法。
③ リース資産 所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用して
おります。
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法。
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個別注記表

イ. 退職給付見込額の期間帰属方
法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの
期間に帰属させる方法については、給付算定式基準によっておりま
す。

ロ. 数理計算上の差異及び過去勤
務費用の費用処理方法

過去勤務費用については、その発生時における従業員の平均残存勤務
期間以内の一定の年数（10年）による定額法により費用処理してお
ります。
数理計算上の差異については、各事業年度の発生時における従業員の
平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による定額法により按
分した額を、それぞれ発生の翌事業年度から費用処理しております。

　当社における主要な履行義務の内容及び当該履行義務を充足する通常の時点は下記のとおりです。
イ．商品及び製品販売

　　　当社の事業において、音響機器・映像機器等の商品及び製品を販売しており、顧客に当該商品及び
製品を引渡すことにより履行義務が充足されます。国内の販売については、「収益認識に関する会計
基準の適用指針」第98項に定める代替的な取扱いを適用し、出荷時から当該商品又は製品の支配が顧
客に移転される時までの期間が通常の期間である場合、出荷時に収益を認識しております。なお、商
品及び製品の販売に伴い据付施工を提供する場合があります。当該据付施工は単独で提供することは
なく、商品及び製品と一体となって顧客に提供する約束をしていることから据付施工検収時に収益を
認識しております。また、顧客への財又はサービスの提供における当社の役割が代理人に該当する取
引については、顧客から受取る額から仕入先等に支払う額を控除した純額で収益を認識しておりま
す。

ロ．コンサート・イベントサービス
　　　当社の事業において、コンサート・イベントに係る企画立案・レンタル・オペレート等のサービス

を提供しております。サービス内容はコンサート・イベントの開催地・開催時期等に区分して顧客と
約束しており、当該区分ごとのサービスを提供するにつれて履行義務が充足されます。そのため、コ
ンサート・イベントの開催地・開催時期等に区分したサービスごとに、提供期間（開催期間等）にわ
たり充足される履行義務として収益を認識しております。また、顧客との契約における対価に変動対
価が含まれる場合、変動対価に関する不確実性がその後に解消される際に、認識した収益の累計額に
重大な戻入れが生じない可能性が非常に高い範囲でのみ、取引価格に含めております。

⑶ 引当金の計上基準
① 貸倒引当金 債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等の特定債権については個別に回収可能性を検討
し、回収不能見込額を計上しております。

② 賞与引当金 従業員の賞与の支出に備えるため、賞与支給見込額の当事業年度負担
額を賞与引当金として計上しております。

③ 退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務
及び年金資産の見込額に基づき、計上しております。

⑷ 収益及び費用の計上基準

－ 31 －



2024/05/29 11:16:36 / 23071315_ヒビノ株式会社_招集通知

個別注記表

当事業年度
繰延税金資産 1,012,066千円

⑸ 重要なヘッジ会計の方法
① ヘッジ会計の方法 繰延ヘッジ処理によっております。ただし、特例処理の要件を満たす

金利スワップについては、特例処理によっております。
② ヘッジ手段とヘッジ対象 ヘッジ手段…為替予約、金利スワップ

ヘッジ対象…外貨建債務及び外貨建予定取引、借入金
③ ヘッジ方針 デリバティブ取引に関する権限及び取引限度額を定めた内部規程に基

づき、ヘッジ対象に係る為替相場変動リスク及び金利変動リスクを一
定範囲内でヘッジしております。

④ ヘッジ有効性評価の方法 各取引ごとにヘッジの有効性の評価を行うことを原則としております
が、高い有効性があるとみなされる場合には、有効性の評価を省略し
ております。

⑹ その他計算書類作成のための基本となる事項
① 退職給付に係る会計処理 退職給付に係る未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用の未

処理額の会計処理の方法は、連結計算書類におけるこれらの会計処理
の方法と異なっております。

② グループ通算制度の適用 グループ通算制度を適用しております。

２.　表示方法の変更に関する注記
（損益計算書）
　前事業年度まで区分掲記して表示しておりました「受取キャンセル料」（当事業年度は、4,983千円）「助
成金収入」（当事業年度は、2,663千円）は、金額的重要性が乏しくなったため、当事業年度より、営業外収
益の「その他」に含めて表示しております。

３. 会計上の見積りに関する注記
⑴ 繰延税金資産の回収可能性

① 当事業年度の計算書類に計上した金額

② 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
　当社において、繰延税金資産は、将来の課税所得の十分性や将来減算一時差異の将来解消見込年度の
スケジューリング等に基づき、一定期間における回収可能性が高いと判断した部分に限り計上しており
ます。回収可能性が見込めないと判断した部分については評価性引当額を計上しております。なお、当
社はグループ通算制度を適用しており、通算グループ全体で損益通算や欠損金の通算を考慮した将来の
課税所得の十分性、将来減算一時差異の将来解消見込年度のスケジューリング等に基づいております。
　将来の課税所得の十分性や将来減算一時差異の将来解消見込年度のスケジューリング等は事業計画に
基づいて検討しております。事業計画は、過去の実績に基づく趨勢、現状の取引先との交渉状況による
受注確度・受注見込金額及び拠点地域の経済情勢などにより見積った売上高成長率を基礎として策定し
ておりますが、これらには一定の仮定が含まれております。
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　⑴ 有形固定資産の減価償却累計額 13,593,708千円

貸出コミットメントの総額 5,000,000千円
借入実行残高 2,000,000千円

差引額 3,000,000千円

　銀行借入金に対するもの（極度額）
　　Sama Sound Inc. 337,500千円
　　Sama D&I CO., Ltd. 337,500千円

① 短期金銭債権 539,038千円
② 短期金銭債務 662,463千円

① 売上高 326,017千円
② 営業費用 4,827,457千円
③ 営業取引以外の取引高 730,269千円

　しかしながら、上記の仮定に変化が生じ、事業計画の見直しが必要となった場合、翌事業年度の計算
書類において認識する繰延税金資産の金額に重要な影響を与える可能性があります。

４. 貸借対照表に関する注記

　⑵ 貸出コミットメント
　当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行３行と貸出コミットメント契約を締結しておりま
す。この契約に基づく当事業年度末の借入未実行残高は次のとおりであります。

　（財務制限条項）
コミットメントライン契約（前事業年度末残高2,000,000千円、当事業年度末残高2,000,000千円）

には、主に以下の財務制限条項が付されておりこれに抵触した場合、借入先の請求に基づき、借入金を
一括返済することがあります。（複数ある場合は、条件の厳しい方を記載しております。）

  ①各年度及び第２四半期の決算期末日において、貸借対照表（連結及び個別）における純資産の部の金
額を、前年度決算期末日における純資産の部の合計額の80％以上に維持すること。

  ②各年度及び第２四半期の決算期末日における、損益計算書（連結及び個別）の営業損益及び経常損益
においてそれぞれ損失を計上しないこと。

　なお、当社が、2023年５月17日に締結したコミットメントライン契約3,000,000千円について財務
制限条項は付与されておりません。

　⑶ 債務保証

　⑷ 関係会社に対する金銭債権、債務は次のとおりであります。

５. 損益計算書に関する注記
　関係会社との取引高
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当事業年度期首株式数
（株）

当事業年度増加株式数
（株）

当事業年度減少株式数
（株）

当事業年度末株式数
（株）

普 通 株 式 （ 注 ） 342,687 34 － 342,721

合 計 342,687 34 － 342,721

繰延税金資産 千円
繰越欠損金 57,323
賞与引当金繰入超過額 169,511
未払事業税 25,666
未払事業所税 7,431
未払費用 40,555
未払金 32
貸倒引当金繰入超過額 12,927
退職給付引当金繰入超過額 376,016
減価償却超過額 388,849
棚卸資産評価損否認 7,595
子会社株式評価損否認 1,108,230
投資有価証券評価損否認 1,444
長期未払金 15,804
資産除去債務 35,235
譲渡損益の繰延 5,701
その他 30,857

繰延税金資産小計 2,283,183
評価性引当額 △1,227,849
繰延税金資産合計 1,055,333
繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 16,983
資産除去債務に対応する除去費用 25,943
その他 341

繰延税金負債合計 43,267
繰延税金資産の純額 1,012,066

６. 株主資本等変動計算書に関する注記
　自己株式の種類及び株式数に関する事項

(注)普通株式の自己株式の増加のうち34株は単元未満株式の買取りによるものであります。

７. 税効果会計に関する注記
　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
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８. リースにより使用する固定資産に関する注記
　ファイナンス・リース取引（借主側）

所有権移転ファイナンス・リース取引
① リース資産の内容

　コンサート・イベントサービス事業におけるイベント用映像機材（機械及び装置）であります。
② リース資産の減価償却の方法

　「１．重要な会計方針に係る事項に関する注記　⑵　固定資産の減価償却の方法」に記載のとおりで
あります。

所有権移転外ファイナンス・リース取引
① リース資産の内容

　主としてコンサート・イベントサービス事業におけるイベント用映像機材及びコンサート用音響機材
（機械及び装置）であります。

② リース資産の減価償却の方法
　「１．重要な会計方針に係る事項に関する注記　⑵　固定資産の減価償却の方法」に記載のとおりで
あります。
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種 類 会 社 等 の
名 称

資本金又
は出資金
( 千 円 )

事業の内容又
は 職 業

議決権等
の 所 有
(被所有)
割合(％)

関 係 内 容
取引の内容

取 引 金 額
( 千 円 )
( 注 ） ３

科目 期 末 残 高
( 千 円 )役員の

兼任等
事業上
の関係

子会社
ヒビノ
インターサウンド
株式会社

40,000
・業務用音響･映像機器
の販売･システム設計･
施工･メンテナンス

(所有)
直接　

100.0
－ 商品の仕入

資金の貸付

商品の仕入(注)２ 2,704,791 買掛金 524,834

資金の回収 190,000 関係会社
短期貸付金 800,000

受取利息(注)３ 8,209

子会社 ヒビノスペーステ
ック株式会社 35,000 ・業務用音響･映像機器の販売･システ

ム設計･施工･メンテナンス

(所有)
直接　

100.0

兼任

２名
資金の借入

借入の返済 40,000 関係会社
短期借入金 100,000

支払利息(注)１ 1,832

子会社 日本音響エンジニ
アリング株式会社 30,000

･建築音響に関する設計・施工
･音響製品の開発･製造･販売
･音･振動に関するコンサルティング・
調査・測定

(所有)
直接　

100.0

兼任

1名
資金の借入

借入の返済 550,000 関係会社
短期借入金 230,000

支払利息(注)１ 5,703

受取配当金 93,000 － －

子会社
日本環境
アメニティ
株式会社

90,000
・建築音響に関する設計･施工
・音響製品の開発･製造･販売
・音・振動に関するコンサルティン
グ・調査・測定

(所有)
直接　

100.0

兼任

１名
資金の借入

資金の借入 350,000 関係会社
短期借入金 740,000

支払利息(注)１ 6,732

子会社
ヒビノメディアテ
クニカル
株式会社

35,000

･イベント用映像システム･音響システ
ムの企画立案･レンタル･オペレート
･イベントの企画立案･運営･コンサル
ティング
･音響･映像･システム関連のオペレー
ター及びエンジニアの派遣

(所有)
直接　

100.0
－ 資金の借入

資金の借入 110,000
関係会社
短期借入金 960,000

支払利息(注)１ 9,944

子会社 株式会社
シグマ映像 30,000 ･イベント用映像システム･音響システ

ムの企画立案･レンタル･オペレート

(所有)
直接　

100.0
－ 資金の借入

資金の借入 20,000 関係会社
短期借入金 460,000

支払利息(注)１ 3,544

子会社 Sama Sound 
Inc.

 1,000万
  韓国ウォン

・業務用及びコンシューマー用音響機
器の販売

(所有)
直接　
67.0

兼任

１名

資金の貸付
資金の回収 110,000 関係会社

短期貸付金 1,160,000
受取利息(注)３ 18,852

債務保証 債務保証(注)４ 337,500 － －

子会社 Sama D&I 
Co., Ltd

   10,000万
  韓国ウォン

・業務用及びコンシューマー用音響機
器の販売

(所有)
直接
67.0

兼任

１名
債務保証 債務保証(注)４ 337,500 － －

子会社 Hibino
USA, Inc.

    2,650万
       米ドル ・米国子会社の管理・統括

（所有）
直接

100.0

兼任

３名
資金の貸付
増資の引受

資金の貸付 893,876
関係会社
短期貸付金 620,781増資の引受(注)５ 173,647

貸倒損失 841,953

子会社 株式会社
Cerevo 30,000 ・IoT関連製品の開発・製造・販売

・他社製品の受託開発

（所有）
直接
80.0

兼任

１名
資金の貸付

資金の貸付 70,000 関係会社
　短期貸付金 300,000

受取利息(注)３ 2,504

９. 関連当事者との取引に関する注記
　　子会社及び関連会社等
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　⑴ １株当たり純資産額 765円10銭
　⑵ １株当たり当期純利益 95円42銭

（注）取引条件及び取引条件の決定方針等
１. 資金の借入れについては、市場金利を勘案し利率を合理的に決定しております。
２. 価格その他の取引条件については、市場価格等を勘案し決定しております。
３. 資金の貸付けについては、市場金利を勘案し利率を合理的に決定しております。
４. Sama Sound Inc.及びSama D&I Co., Ltd.の金融機関からの借入債務につき、債務保証を行っており

ます。
５. 当社が2024年3月にHibino USA, Inc. の行った増資を引き受けたものであります。

10. 収益認識に関する注記
　顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報

「１．重要な会計方針に係る事項に関する注記　⑷　収益及び費用の計上基準」に記載のとおりでありま
す。

11. １株当たり情報に関する注記

12.　重要な後発事象に関する注記
（譲渡制限付株式報酬制度の導入）
　連結注記表「10．重要な後発事象に関する注記（譲渡制限付株式報酬制度の導入）」に同一の内容を記載
しているため、注記を省略しております。
（取得による企業結合）
　連結注記表「10．重要な後発事象に関する注記（取得による企業結合）」に同一の内容を記載しているた
め、注記を省略しております。
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計算書類に係る会計監査報告

指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 山 田 嗣 也
指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 西 村 仁 志

独立監査人の監査報告書
2024年５月17日

ヒ 　 ビ 　 ノ 　 株 式 会 社
取 締 役 会 御 中

東陽監査法人
東京事務所

　
監査意見
　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、ヒビノ株式会社の2023年４月１日から2024年
３月31日までの第61期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個
別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）について監査を行った。
　当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、
当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準に
おける当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が
国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任
を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

強調事項
　重要な後発事象に記載されているとおり、会社は2024年５月13日開催の取締役会において、CHホールディン
グス株式会社の株式を取得し子会社化することについて決議し、同日付で株式譲渡契約を締結している。
　当該事項は、当監査法人の意見に影響を及ぼすものではない。

その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示す
ることにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取
締役の職務の執行を監視することにある。
　当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他
の記載内容に対して意見を表明するものではない。
　計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記
載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、ま
た、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を
報告することが求められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

■監査報告

計算書類に係る会計監査報告
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計算書類に係る会計監査報告

計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を作成し適
正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し適正に表示す
るために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切であるか
どうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を
開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することに
ある。

計算書類等の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重要な虚偽
表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に対する意見を
表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、計算書類
等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門
家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査
手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十
分かつ適切な監査証拠を入手する。

・　計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リス
ク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討す
る。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理
性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に
基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められる
かどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において計算
書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場
合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日
までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくな
る可能性がある。

・　計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠してい
るかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書類等が基礎
となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部
統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を
行う。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこ
と、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講
じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容に
ついて報告を行う。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
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